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１．研 究 目 的 

本研究は、入所型障害者施設（障害者支援施設）においてどのように投票支援が行われ

ているかを明らかにすることを目的とする。近年の脱施設化の流れにあって地域で生活す

る障害者は増加している。しかし、平成 29 年版障害者白書によれば入所施設に居住する

人たちは、約 17.7 万人と未だ多い。こうした入所施設居住者の投票参加がどのようなも

のであるかの実態は、十分に明らかにされてこなかった。現在までの障害者の選挙に関す

る研究は、戸波(2013)のように法的な不備を指摘するものが多く、それ以外は中橋(2013)

や庵(2013)のように障害種別ごとの選挙へのアクセシビリティの不備に関する文献と言え

る。入所施設での投票については、高齢者施設での取り組みを紹介したものは散見される

が、障害者施設についての文献は殆ど無い(国光 2011)。すなわち、障害者の選挙に関する

研究は、法制度との関係においては研究の蓄積が進みつつあるが、入所施設に暮らす障害

者を対象にしたものは殆どなく、その実態は明らかにされてこなかった。そして、施設現

場においては障害者の投票参加に対する支援がどのように行われているかも十分に明らか

にされていないといえる。なお、海外では、Milla&Powell(2016)のように投票へのアクセ

シビリティを論じたものや Agran et al(2015)の ように知的障害者の投票権を論じたもの

が近年の主流となっている。しかし、海外は入所型施設生活者が少ないためか管見の限り

入所施設での選挙に関する研究群はほぼ存在しない。 

 

２．研究の視点および方法 

入所型施設（障害者支援施設）ではどのような投票支援を行っているのかの実態につい

て、施設長を対象としたアンケート調査で明らかにする。事前聞き取り調査をもとに、質

問用紙を作成した。なお、調査対象の施設は近畿地方のすべての入所施設であり、悉皆調

査を行った。なお、近畿圏とは公職選挙法における近畿を採用し、滋賀県、京都府、和歌

山県、奈良県、大阪府、京都府の 6 府県を指す。6 府県の 332 施設へ、2017 年 10 月にアン

ケート用紙を郵送した。 

 

３．倫理的配慮 

 本研究は、調査対象者への研究協力意志の確認、また、プライバシーの保護に対する対

障害（児）者福祉（精神障害含む）2
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策、データの管理方法などを含め、日本社会福祉学会の研究倫理指針を遵守している。ま

た、アンケート調査に先立ち 2017 年 6 月に大阪大学人間科学研究科倫理審査委員会に審査

書類を提出し、7 月に承認された。 

 

４．研 究 結 果 

2018 年 5 月 7 日現在の返送数は、179 施設で回収率が 53.9％であった。ほとんどの施

設で、選挙について事前に何らかの周知がなされていた。また、投票日に何らかの援助を

行っている施設は 127 施設であり、全体の約 7 割を占めた。しかし、施設により投票支援

の程度の差が大きいことが示唆された。そして、投票支援に熱心であることと、利用者の

投票行動との間には関連性があるということが明らかになった。一方で、施設の外的要因

によって支援が促進されたり、反対に支援の障壁になったりする可能性が明らかとなった。 

 

５．考 察 

 本調査の結果、投票参加に意欲のある居住者が多いことが明らかとなった。しかし、施

設の政治的中立性に対する懸念が居住者への情報提供や投票支援の程度に影響を与えてい

る可能性が示唆された。一方で、市の選挙管理委員会がスムーズな投票のために施設の援

助を行っている地域もあり、地域による差が、施設の投票支援に対する意識だけでなく、

自治体の選挙管理委員会のサポートの程度にも由来する可能性あることが明らかになった。

こうした現状を鑑みると、投票支援のためのガイドラインを公的機関が策定することが必

要であると思われる。 
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